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VI 地方自治体における一般廃棄物行政の現状と問題点
-廃棄物に関する市町村調査報告(その6)-
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要約
本論文は、「廃棄物の発生と処理・処分に関する自治体調査」の一般廃棄物処理の実態
に関する質問項目を中心に、一般廃棄物の処理・処分の現状と問題点を明らかにすること
を目的としている。
まず第1節では、全国規模の一般廃棄物の処理処分の流れを概観し、現在の一般廃棄物
の処理処分の基調である「焼却・埋め立てJ体制の成立過程を検討した。
第2節では、現行の処理体制がごみの排出量を抑制するメカニズムを欠いており、主と
して技術的に対応されてきたことが論じられた。その結果として、ごみの排出量の増加傾
向および排出量における地域格差の存在が、統計資料と調査データとから指摘された。
第3節では、最終処分場の不足とそこで発生する環境問題に現行の処理体制の問題点が
集約されることが示された。ごみの排出量や地域によって最終処分場の立地が大きく変化
しており、最終処分におけるごみの広域移動と地域格差との関連が指摘された。
最後に、一般廃棄物と産業廃棄物の問題構造の相違が整理されるとともに、「焼却・埋
め立て」体制の限界が、最終処分場の立地問題をめぐる地域格差に対する反発というかた
ちで表面化してくることが展望された。
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はじめに
一般家庭から出るごみは一般廃棄物 1)と呼ば
れ、原則として市町村(東京23区の場合は東京都)
が収集、運搬、処分の義務を負っている。産業廃
棄物の処理処分が排出企業の責任においてなされ
るのに対し、一般廃棄物の場合には、地方自治体
が処理処分に直接関与する点が異なっている。こ
のため、一般廃棄物の処理・処分をめぐる環境問
題は、産業廃棄物をめぐるそれとは異なった様相
を帯びるが、その一方で共通性も多い。本報告は
「廃棄物の発生と処理・処分に関する自治体調査j
(以下「市町村調査」と略称)の中から、各市町
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村の行っている一般廃棄物処理の実態に関する質
問項目を中心に、一般廃棄物行政の現状と問題点
を明らかにすることを目的とする。特に、日本に
おける一般廃棄物処理・処分の基調をなしてきた
「焼却・埋め立て」について、その展開と限界と
を分析の焦点とする。
1. r焼却・埋め立て」体制の成立と展開
まず、一般廃棄物の処理処分の流れを、簡単に
追ってみよう。市町村はそれぞれ、行政区域内の
一般廃棄物の処理計画を策定し、その計画に従っ
て廃棄物を処理する。一般廃棄物として排出され
たごみは、市町村や委託業者によって収集され、
処理施設や処分場に輸送される。これらのごみは、
資源として回収できるものが回収され、残りは処
分に都合の良いよう焼却されたり細かく破砕され
たりするが、この過程を中間処理と言う。中間処
理されたごみは、最終的には埋め立てというかた
ちで処分される(最終処分)。
日本における一般廃棄物処理処分の中心は、中
間処理においては焼却を中心とし、その後埋め立
てるという方法である。もともと、日本の廃棄物
政策は、都市における伝染病予防を中心とした公
衆衛生の観点から実施された。ごみ処理処分に関
する最初の法律は1900年(明治33年)制定の「汚
物掃除法」である。ごみを燃焼させることで腐敗
などの変化や有害物質・病原菌の発生を防止する
ことができ、埋め立て量を減らす効果も高いこと
から、焼却処理は、国土が狭く人口密度の高い日
本に適した方法と考えられたのである。
このような焼却と埋めたてによるごみの処理処
分の体制を基礎づけたのは、 1954年(昭和29年)
に制定された「清掃法」である。ここで廃棄物の
処理処分に関する市町村の役割が明確に規定され
たほか、ごみ焼却施設の構造指針や国庫による補
助金交付の制度が設けられた。この結果、焼却処
理されるごみの割合は大幅に増加する。 1955年
(昭和30年)には収集されたごみの29%(日量3，685
トン)が焼却されたに過ぎず、大部分は直接埋め
立てられていたが、 1963年(昭和38年)には42.4
% (12，665トン)が焼却されるまでになっている。
さらに、現行の「廃棄物の処理および清掃に関す
る法律J(1970年・昭和45年制定。以下「廃掃法」
と略称)では、清掃事業の対象区域が市街地から
市町村全域に拡大され、すべてのごみがこうした
焼却・埋め立ての処理体制に法的に組み込まれた
(厚生省五十年史編集委員会(編)， 1988)。
全国規模で見た1992年度の一般廃棄物の流れは、
次のようになっている 2)。同年度1年間の一般廃
棄物排出量の全国総計は5，020万トンで、これを
人口1人あたり・ 1日あたりの排出量に換算する
と1，104グラムにのぼる。このうち、自家処理さ
れるもの (109万トン)を除いた部分が、市町村
の処理処分の対象となる。中間処理の過程で、総
計3，650万トン(排出量の74.3%)が焼却される。
2.ごみ排出量の拡大
今日の一般廃棄物政策が抱える問題点のひとつ
は、その基本的な発想が、ごみをいかに「適正にJ
処理するかということに主眼を置き、排出そのも
のの抑制を志向するものではない点にある。公衆
衛生をその起源とする廃棄物政策において、廃棄
物の処理・処分は住民に無条件に提供されるべき
行政サーピスと捉えられる。この点は、汚染者負
担の原則のような社会制御としての環境政策の考
え方(松橋， 1993)とは、根本的に異なっている。
汚染者負担原則は、環境に負荷を加える者が現
状回復や被害補償の責任を直接に負い、このネガ
テイブ・フィードパックを通じて行為主体に環境
への配慮を内面化させてゆくことが目指される。
それに対し、一般廃棄物の処理処分は個別の排出
者を離れ、地方自治体の責務とされる。今日の一
般廃棄物処理処分政策において、廃棄物を排出す
る主体と処理処分する主体とは分離しているので
ある。自治体が独自に、ごみの回収を一部有料化
する条例を制定しているところはあるが、環境政
策として体系化されたものではない。また、近年
急増しているペットボトルなど容器や包装から発
生するごみの抑制を目指した「容器包装リサイク
ル法J(1997年4月施行)では、消費者がこれら
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のごみの分別排出の、製造業者が再商品化の義務
を負うことと定められたが、ごみの排出そのもの
の抑制に踏み込むものではなかった。
地方自治体にとっての一般廃棄物問題とは、第
一義的には、増大する廃棄物を処理する行政側の
能力の不足であり、それゆえ、焼却を中心とする
処理能力を拡大・効率化させるための技術的な対
応がとられてきた。
高度成長期以降、排出されるごみは質的量的に
変化した。まず1950年代後半から、都市部への人
口集中と生活様式の変化とによってごみの排出量
が増加してきたが、その増加の中心部分は台所か
ら出る生ごみや残飯類(厨芥)であった。厨芥類
の増加には、厨芥類が肥料としてリサイクルされ
る従来の都市と農村との関係が、都市近郊農業に
おける化学肥料の普及によって断ち切られたこと
も関連している。 1960年代前半までは高速堆肥化
(コンポステイング)による肥料への還元が各地
の都市で試みられたが、これが失敗に終わると厨
芥類は他のごみと混合焼却されるようになった。
厨芥類が発生する悪臭や衛生問題、回収運搬時の
労働環境の問題は、ごみ収集車の導入を中心とす
る回収運搬の機械化・効率化によって、水分を多
く含む厨芥類の焼却は炉の改良によって乗り越え
られてきたのである。
さらに1960年代後半に入ると、使い捨て容器や
包装類へのプラスチックの利用が急増し、廃プラ
スチックの処理処分という新しい問題が登場する。
プラスチックは長期間変質しない性質をもち、木
や紙・厨芥類といった既存のごみとは全く異なっ
た新しい素材であった。しかし、他のごみとの分
別が困難であること、利用されているプラスチッ
ク素材が多様であることなどから、直接埋め立て
と焼却とによって処理処分されてきた。特に、埋
め立て地を十分に持たない自治体を中心に、容積
のかさぼる廃プラスチックを減容するために焼却
処理がすすめられた。公衆衛生から埋め立て量の
減量・滅容へ、焼却処理の位置づけが転換するの
である。プラスチックの焼却処分にあたって問題
とされたのは、プラスチックが燃焼時に発生させ
る熱量の大きさに既存の焼却炉が耐えられないこ
とで、あったが、これに対しでも炉の耐熱性向上と
いう技術的な対応がとられた。
したがって、戦後日本における一般廃棄物の排
出量は、ほほ一貫して増加傾向にある。図VI-1
には、 1963年から92年までの30年間にわたる一般
廃棄物排出量の推移を示した。総排出量は1963年
から1973年まで一貫して増加し、第 1次石油
ショックとその後の不況によって一時的に落ち込
んだが、 1970年代後半からは再び上昇傾向に入っ
ている。 1963年の一般廃棄物の全国総排出量は
1，310万トンであるのに対し、 1992年は5，020万ト
ンと、約3.8倍に増加した。人口 1人1日あたり
の排出量も総排出量と同様の推移を見せている。
こちらは 1人1日あたり613グラムから1，104グラ
ムへ、約1.8倍の増加であった。
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図VI-1 一般廃棄物の全国総排出量， 19回-92年
ここで、今回の市町村調査における、一般廃棄
物の排出量に関わる質問項目の結果を検討しよう。
人口と総排出量の両項目について回答のあった
515市町村について見ると、人口の合計は2，553万
人、各市町村の総排出量の合計は903万トンであ
り、これを 1人1日あたりに換算すると1，009グ
ラムとなる。人口と総排出量は前述の全国総計の
それぞれ19.7%、18.0%を占め、 1人1日あたり
の排出量では全国値より若干少なくなっている。
次に、ごみの排出量を地域ブロック 3)ごとに比
較しよう。各市町村の排出量の平均値をブロック
ごとにとると、南関東の48，489トンと東京の
36，911トンが飛び抜けて多く、以下九州 (21，816
トン)、北関東(12，962トン)、東北 (9，730トン)、
甲信越 (8，005トン)と続く(図VI-2 )。この相
違は、部分的には人口規模の差によって説明され
る。自治体ごとの人口と総排出量との聞には、ほ
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図VI-2 各自治体の総排出量(ブロック別平均)
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ぼ直線的な関係が見られる(国VI-3)。人口規
模の多い都市を多数抱える地域ブロックにおいて、
総排出量が高くなるのは当然のように思える。
しかし、人口規模の影響を除外しでも、地域ブ
ロックごとのごみ排出には差がある。 1人1日あ
たりに換算した場合のブロック別平均値は、東京
の1人1日あたり1，133.0グラムが最も高く、以
下甲信越 (901.6グラム)、南関東 (885.2グラム)、
九州 (859.1グラム)、東北 (814.8グラム)、北関
東 (765.6グラム)の順となる(図VI-4 )。南関
東の場合には人口規模が大きいことによって総排
出量が多くなったと考えられるのに対し、東京の
場合には人口規模と独立に、ごみの排出量が多く
なっていることが分かるヘ
以上のように、まずごみの排出という側面で、
大都市東京とその他の地域との聞の格差が存在し
ていることが分かる。なお、東京で一般廃棄物の
排出量が突出して多い理由としては、東京への事
業所の集中による事業系ごみの大量排出が考えら
れる。事業系ごみは、居住者の人口とは独立に増
減するからである。廃掃法の定義では、産業廃棄
物として指定(主に材質による)されたもの以外
のすべての廃棄物は一般廃棄物に分類される。し
たがって、事業活動で排出されるごみの中でも、
事務所から出る紙屑や飲食庖の残飯などは一般廃
棄物として、地方自治体が処理処分の責任を負う
ことになる。産業活動の結果として発生しながら
一般廃棄物として処理される事業系ごみの大量排
出は、廃棄物政策における制御メカニズムの欠如
がもたらす帰結を象徴的に示していると言えよう。
3.最終処分場問題と地域格差
3. 1 一般廃棄物問題の類型化と最終処分場間
題
さて、ごみの排出そのものには手を着けず、処
理能力の向上によって一般廃棄物を処理処分して
ゆこうとする廃棄物の処理体制は、さまざまな水
準での社会問題を生んでいる。一般廃棄物の処理
処分をめぐる社会問題は、 (1)処理処分施設の設置
に関する問題と、 (2)処理処分施設の環境への影響
をめぐる問題、の 2つに大きく類型化することが
できる 5)。
例えば、ごみの排出量の増加を前提とすると、
より処理能力の高い焼却施設をより多く設置しな
くてはならない。また焼却施設が耐用年数を過ぎ
ると新しい施設を建設する必要も出てくる。施設
の建設に適した場所は年を追って少なくなり、新
設のためのコストは増大する。これが第1の類型
の問題群である。
他方、廃棄物の処理処分施設はさまざまな側面
で自然環境と周辺住民の生活環境に影響を与えて
きた。第2の類型に含まれる問題群は、例えば焼
却施設の排煙に含まれる煤塵や、近年急激に注目
を集め、実態が明らかになってきたダイオキシン
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汚染、焼却施設にごみを搬入する車の騒音や排気
ガス、交通量の増加にともなう事故の発生などで
ある。
廃棄物行政を担当する地方自治体にとって、前
者の問題は政策目標達成にとっての障害であり、
それゆえ意識されやすい。これに対し、後者の問
題は政策の「意図せざる結果jとして発生するた
め顕在化しにくいが、その影響は甚大かつ広範囲
にわたる。
もちろんこれら 2つの類型は相互に関連を
持っている。例えば、焼却施設の新設が困難なた
めに、老朽施設を操業させたり施設の能力を越え
たごみを焼却したりせざるを得ず、そのことがダ
イオキシン汚染を深刻化させる結果を招いている
事例は各地で見られる。反対に、既存の施設にお
ける環境汚染に対して適切な対応が取られず、そ
の経験が他地域の住民にも広く共有されることに
よって、新しい施設の建設は次第に困難になって
ゆく。
上記の説明では焼却施設をめぐって発生する社
会問題を例としてあげた。焼却施設をめぐる社会
問題の多くが1960年代から原型的に発生していた
のに対し、最終処分場をめぐる社会問題は最近に
なって、より深刻なかたちで顕在化してきている。
1992年度の全国集計では直接埋め立てられる
733万トン(総排出量の14.9%)をあわせると、
合計1，530万トンのごみおよび焼却後の残査が、
埋め立てというかたちで最終処分される。焼却施
設がごみの通過点であるのに対して、最終処分場
はまさにごみが最終的にストックされる空間であ
る。焼却施設はいったん建設されると一定期間継
続して利用可能であるのに対し、最終処分場はいっ
たん埋め立てられればその空間を再び最終処分に
使うことはできない。また、環境への影響に関し
でも、焼却施設は操業を停止すれば環境への影響
も無くなるのに対して、最終処分場の場合には埋
め立て完了後も、汚染物質の地下水への浸透など
環境に悪影響を及ぼす危険性が長期にわたって継
続する。
例えば東京都の場合、 23区が従来使用してきた
東京港内の中央防波堤外埋立処分場は埋め立てが
ほぼ完了し、約7，440億円をかけて新しい埋め立
て地を設置する計画であるが、この処分場も15年
しか利用できない。その後の最終処分に関しては
全く見通しが立っていないのである。東京都の三
多摩地域の一般廃棄物が埋め立てられる日の出町
の谷戸沢廃棄物広域処分場では、前述の 2つの問
題類型の相互連関を見ることができる。この処分
場は1997年12月でごみの搬入が打ち切られる予定
である。この処分場をめぐっては、周辺地域への
汚水の漏洩と地下水汚染が疑われており、隣接す
る地域への第 2処分場(二ツ塚廃棄物広域処分
場)の建設計画に対しては激しい反対運動が繰り
広げられている。
こうした最終処分場の限界は、今や全国的な問
題となっている。図VI-5には、各市町村が現在
利用している最終処分場の利用可能年数を示した。
その中で、調査時点 (1996年)から 4年以内
(2000年まで)に最終処分場が利用できなくなる
と答えた市町村が、回答全体の44.9%にあたる
188市町村あった。最終処分場の利用可能年数が
1年以内という回答も、 62市町村 04.8%)から
寄せられている。これに対し、現在の処分場に代
わる処分場の新設については、全体の10.4%にあ
たる43市町村がすでに着工済み、 144市町村
(34.8% )が計画中と回答したが、新設予定のな
い自治体が277市町村 (54.8%)あった。特に、
最終処分場の利用可能年数が4年以内にまで切迫
しているにもかかわらず、新設の見通しが立って
いない市町村カ{57(30.8%)あった(図VI-6 )。
市町村数
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図Vl-5 処分場利用可能年数
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図VI-6 処分場新設予定「なしjの割合(利用可能年
数別)
3. 2 最終処分場をめぐる地域格差
最終処分をめぐる社会問題をさらに複雑にして
いるのが、ごみの排出元と最終処分場の立地点と
の聞に存在する地域格差である。ごみの処理処分
をめぐる地域格差の問題は、早くも1970年代には
表面化し、時には激しい社会対立を生んだが、当
時の紛争の多くはごみの焼却施設をめぐるもので
あった。例えば、杉並区内の清掃工場建設反対に
対して、江東区が1973年、 74年の2回にわたり、
杉並区からのごみ搬入を拒否する事態となったこ
とは「東京ごみ戦争」を象徴する事件として有名
である。当時のごみ焼却施設は東京23区のなかで
も江東区に集中しており、杉並区内に新設される
はずの清掃工場がこうした格差を解消するものと
認識されていたことが、この事件の背景にある。
これに対して、今日の最終処分場をめぐる地域
格差の特徴は、地域や事業主体の枠を越えた広域
化の傾向にある。前述の東京ごみ戦争の場合、地
域格差は東京都が廃棄物行政を管轄している23区
の聞に存在した。これに対し、最終処分場は最終
処分場がごみの排出元である地域、処理処分を管
轄する自治体を離れたところに立地してゆく。中
間処理施設の立地は、市町村内に分散しているご
みの回収・集積地点からの輸送の容易さによって
規定され、あまり遠隔地には設置されにくい。こ
れに対し、中間処理施設から最終処分場までの輸
送は経路が集中しているため、最終処分場の立地
は空間的な拘束を受けにくいのである。また、厚
生省や県も最終処分されるごみの広域移動を容認
4.4‘ 
18.4'免
自市町村内
図VI-7 一般廃棄物処理施設の立地(複数回答)
1I I I I同 -
k~~ト~
図VI-9 地銭外に処分場を持つ自治体の割合(ブロック~IJ)
してきた。
こうして、最終処分場は市街地から遠く離れた
山間部や海岸へ、さらには首都圏から東北・北陸・
九州などの地方へと、拡大してゆくことになる。
ごみの広域移動は1980年代後半あたりから顕著に
なる。 1989年には千葉市の一般廃棄物2，279トン
が青森県田子町にある民間の廃棄物最終処分場に
持ち込まれ、最終処分されるごみが日本列島を縦
断して移動している現実を象徴する事件となった
(河北新報報道部， 1990)。厚生省の調べでは1994
年1年間で首都圏から排出された一般廃棄物のう
ち、 8%にあたる28万6000トンが都県を越えて広
域に処分されている 6)。
市町村調査の結果から、各市町村の中間処理施
設と最終処分場の立地点を比較しよう。自市町村
(周辺市町村と一部事務組合を構成している場合
には構成市町村)以外の場所に処理施設を持って
いるのは、中間処理施設の24市町村(回答全体の
4.4%)に対して最終処分場では 103市町村
(18.4% )にのぼる(図VI-7 ) 7)。一般廃棄物の
広域処分は多くの場合民開業者・公社への委託と
いう形態をとるが、最終処分を民開業者に委託し
ている市町村の場合、最終処分の立地について回
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答していなかったり不明と答える場合が多かった。
実際に地域外で、の最終処分を行っている市町村は
図VI-7の数よりも多いものと予想される。本調
査では広域処分されるごみの量については訊ねて
いないが、中間処理と比較して最終処分の場合に、
ごみの排出に関係のない地域への依存が強まるこ
とが見てとれる。
それでは、こうした最終処分場の地域外への依
存傾向は、どのような自治体に強いのだろうか。
図VI-8から明らかなように、地域外に処分場を
持つ市町村の割合は、ごみの総排出量が多いほど
高くなる。また、地域ブロック別に見ると、東京
(45.8%)や南関東 (36.8%)の市町村に、広域
的な最終処分を行う傾向が強いことが分かる(図
Vト9)ヘ以上の調査結果、および第2節で紹介
した排出量における地域格差を示す知見を総合す
るなら、一般廃棄物の最終処分をめぐって、ごみ
を大量に排出する首都圏と最終処分地のある周辺
地域との聞に、産業廃棄物の処理処分の場合(第
2章藤川論文を参照)と同様の不均衡な地域間構
造があると結論づけられる。
4.終わりに
最後に、本報告の論旨を要約するとともに、他
の報告が扱っている産業廃棄物問題と一般廃棄物
問題との共通性および相違について簡単にまとめ、
若干の展望を行っておこう。
本報告では、焼却と埋め立てを基調とし、ごみ
の排出そのものを抑制せずに技術的に対応してき
た今日の一般廃棄物の処理処分政策が持つ問題点
を、社会制御メカニズムの観点から分析した。一
般廃棄物はその処理処分が市町村にゆだねられて
いる点で産業廃棄物と大きく異なる。産業廃棄物
!日T尽」
適地不足 住民協力 建置費 環境汚染
図VI-10最終処分場新設にあたっての困難(複数回答)
をめぐる問題が、汚染者負担原則の制御メカニズ
ムの不徹底から発生しているのに対し、一般廃棄
物のそれは、そうしたメカニズム自体の欠如にあ
ると言えよう。
最終処分場の不足とそこにおける環境問題の発
生は、一般廃棄物政策の矛盾が集約的に表面化す
る点である。ごみの広域移動は、こうした問題を
一時的に回避する方策と位置づけられる。最終処
分場の立地点の分析から明らかになった、人口密
集地域から周辺地域へ、首都圏から地方へという
一般廃棄物の流れは、産業廃棄物に見られるそれ
と基本的に同型である。
他方、事業主体が地方自治体であるという一般
廃棄物処理処分の特殊性は、地域格差を是正する
方向に作用する場合もある。最終処分における他
地域への依存は、「東京のごみを(あるいは都市
のごみを)なぜ引き受けなくてはならないのかJ
という地方の反発を生む。前節で紹介した青森県
田子町の事例以外にも、首都圏や近畿圏の30以上
の自治体からの一般廃棄物が福井県敦賀市の民間
最終処分場に持ち込まれ、 1991年に岡市が関係自
治体にごみの持ち込み拒否を申し入れる事件があっ
た。ごみの持ち込みが経済活動として正当化され
たり、実施主体が不明確で責任追及のためには特
別な制度枠組みが必要となる産業廃棄物の処理処
分と比較するなら、実施主体の明確な一般廃棄物
処理の方が、こうした異議申し立ての対象を特定
しやすい。
表VI-l 新設予定の最終処分場の立地(ブロック別)
東北北関東南関東 東京甲幅越 九州 合計
自市町村内 12 13 16 6 22 8 77 
組合 内 26 30 13 5 30 12 116 
地域外 2 2 1 11 4 1 21 
合 富十 40 45 30 22 56 21 214 
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表VI-2 最終処分場の立地・現在と将来の予定との比較
現在地織外に処分場 将来の地域外への処分場新設 合計なし
な し 162 (95.3%) 
あ り 23 (63.9%) 
合計 185 (89.8% ) 
市町村調査の結果に戻ると、最終処分場の新設
を予定している市町村に、新設にあたってどのよ
うな困難が生じてくるかを訊ねたところ、図VI-
10のような回答が得られた。ほとんどすべての自
治体 (511市町村、 96.8%)が、最終処分場の新
設に対して何らかの困難が生ずるだろうと考えて
いる。中でも最も多くの市町村が困難として指摘
しているのは「周辺住民の理解・協力が得られに
くい」という項目 (450市町村、 85.2%)である
最終処分場の立場点における住民の異議申し立て
が、一般廃棄物の処理処分に重要な影響力をもっ
ていると意識されていることがわかる。
また、最終処分場を新設する場合の立地に関し
でも、広域化の傾向が限界を迎えているという廃
棄物行政担当者の認識を見て取ることができる。
現在最終処分場を新設する予定のある214市町村
の中で、 9.8%にあたる21市町村が他の地域への
処分場新設を予定している(表VI-1)。現在他
の地域に処分場を持つ割合の18.4%からはほぼ半
減しており、他地域に依存した最終処分がより困
難になってきていることを示している。ただし、
東京に限って言うと地域外への処分場新設が半数
を占め、依然として強い地域外への依存傾向を示
している。
さらに、各々の自治体における現在の処分場立
地と将来の立地予定とを比較すると、処分場立地
の広域化、すなわち現在は自市町村や一部事務組
合を構成している市町村に最終処分場があるが、
将来はそれ以外の地域への新設を予定している自
治体が8あるのに対し、広域処分からの撤退、す
なわち現在は地域外に処分場を持ちながら、新設
の際には自治体内・一部事務組合内への立地を予
定している自治体が23ある(表VI-2 )。いずれ
も少数例であるし、地域外への処分場立地は公表
あり
8 ( 4.7%) 170 (1∞.0% ) 
13 (36.1%) 36 (l∞.0% ) 
21 ( 10.2%) 206 (l∞.0% ) 
されにくかったり決定が遅かったりするので、こ
の結果だけから結論づけることは早計であるが、
注目すべき結果と言えよう。
第3節では、一般廃棄物処理処分をめぐる問題
を、処理処分施設の設置をめぐる問題群と施設の
環境への影響をめぐる問題群とに分類した。この
分類を用いるなら、現在自治体に意識されている
最終処分場問題の多くは第1の類型に属するといっ
て良い。この問題群は現在の廃棄物行政の施策と
直接関連しており、これらの問題の解決は行政主
体にとっての課題として意識されやすい。それに
対して、第2の類型の問題群に属する環境汚染な
どの問題は、今のところ行政主体の行動原理に十
分内部化されておらず意識されにくいのである。
第2類型の問題群は、最終処分場の新設に対する
反対や、最終処分場の広域的な依存関係に対する
異議申し立てという第1類型の問題群を媒介とす
ることで、自治体に意識されてゆくと言える。
こうした媒介機能を担う上で重要なのが社会運
動である。地域でごみ問題に取り組んでいる社会
運動体の中には、日の出の汚水漏れ問題から出発
した「白区内処理を実現する市民プロジ、ェクトj
のように、地域間の不平等な関係の解消から地域
自立へ、また廃棄物行政の「脱焼却と脱埋め立て」
への転換を構想し、自治体行政の監視と対案提示
を行っているものもある。地方自治体がこうした
新しい動きをどのようにくみ取ってゆくのか、そ
の力量が今後問われることになる。第1章の飯島
論文に詳述されているように、地域環境問題の解
決に際して地方自治体の果たす役割は一般に大き
いが、一般廃棄物の場合にはこの点が特に強調さ
れて良いのである。
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注
1 )廃掃法における一般廃棄物にはし尿が含まれるが、
し尿の処理・処分は他のごみと大きく異なり、本
報告の守備範囲を越える。これ以降、図形物を中
心としたいわゆるごみとして扱われるものの処理
処分に視野を限定した上で、議論を進めて行きた
Lミ。
2) r厚生白書』平成8年度版。
3 )地域フゃロックの分類は以下の通り。東北:青森県・
福島県、北関東:茨城県・栃木県・群馬県、南関
東:埼玉県・千葉県・神奈川県、東京:東京都
(特別区を除く)、甲信越:新潟県・山梨県・長野
県、九州・福岡県、佐賀県。
4)全国規模の統計で示される l人1日あたり排出量
は都道府県ごとの集計値である。本調査のように
市町村別の値を集計する場合、ごみの排出量が少
なし吋、規模な自治体が多数存在することで平均値
は下がると考えられる。例えば東京都の1990年の
l人1Bあたり排出量は1426gであり、市町村調査
の結果を大きく上まわっている。今回回答の得ら
れなかった自治体の排出量の分析とともに、今後
の課題としたい。
5 )ここであげた2つの問題類型は、広い意味での
「資源の限界」と「環境の限界Jとの相違として一
般化できる(見田， 1996)。
6) 1996年9月10日厚生省発表。 9月1日付読売新聞、
毎日新聞、各朝刊を参照。
7)これに対し、他市町村の一般廃棄物を受け入れて
いると回答した自治体は21市町村 (3.6%)と非常
に少ない。他市町村からの一般廃棄物の持ち込み
状況を当該市町村が十分に把握していなかったり、
把握していてもそれを公表することに抵抗を持っ
ていることが理由と考えられる。なおこの項目は
無回答が107市町村 08.2%)と、一般廃棄物に関
連する項目の中では群を抜いて多かった。
8 )東京の場合、三多摩地域廃棄物広域処分組合を構
成する27市町村はすべて日の出町に最終処分を依
存している。日の出町はこの処分組合に加盟して
おらず、ここでの分類では「地域外Jとなるとこ
ろだが、三多摩地域のいくつかの自治体は、日の
出町が同処分組合に加盟しているものと誤認して
回答を寄せているようである。このため図VI-9の
東京ブロックの割合は、実際より低〈回答されて
いると考えられる。
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VI Municipal Waste Management Policy in Local Governments : 
Research Report on Municipal Policies for Waste Management (6) 
Itaru Kashiwayaホ
ホInstituteof Social Sciences， University of Tsukuba 
Comprehensive Urbαn Studies， No.64， 1997， pp.247-256 
This article aims to describe the characteristics and its consequences of Japanese munici-
pal solid waste management policy. 
First section depict the flow of Japanese municipal (i.e. mainly domestic) wastes. 
Japanese solid waste policy was characterized by “burning働landfilling"regime， which has 
created as an urban sanitaion policy. Development of waste management technology kept 
this regime from change despite the postwar change in waste quality and quantity. 
However， contemporary waste problems indicate the limit of the regime. First problem 
was the growing amount of wastes. The second section examined the historical change in 
waste generation rate and difference by region using national statistics and questionnaire 
data from local governments in Kanto-Ko-Shin-Etsu region. 
In the third section， another problem was discussed. Permanent shortage of final dis-
posal sites， environmental pollution from such sites， and regional inequality due to the 
intercommunity transfer of wastes were main issues of the final disposal problems. 
Analysis of landfill sites location showed the fact that Tokyo metropolis is especially de-
pends on another region for final disposal. 
Last section examined the respondent's recognition on the future of waste management 
policy. Local complaint against the differential location of final disposal sites was under-
stood as main limit of “burning -landfilling" regime. 
付:廃棄物に関する市町村調査報告(調査票)
廃棄物の発生と処理・処分に関する自治体調査
一産業廃棄物を中心に一
集計結果報告
1 996年 9月
東京都立大学人文学部社会学科
飯島伸子研究室内
都市環境調査研究班
調査対象:下記 14都県の全市町村 (1052自治体)
送付先 :産業廃棄物に関する担当都銀
調査方法:郵送調査
調査日時:1996年 9月25日発送(11月末日までに回収)
有効回答 587
回収率 55. 8" 
県別の回収状況
回収数 発送数 回収率 回収数 発送数 回収串
青森 47 67 70. l'島 東京 25 40 62.5首
徳島 57 90 63.3弛 神薬害川 22 37 59.5首
茨城 44 85 51. 8覧 新潟 65 112 58. 10 
栃木 25 49 51. 0也 山梨 41 64 60.3‘ 
群馬 40 70 57. 1略 長野 61 120 50.8覧
主奇主 47 92 51. 1弛 福岡 41 97 42.3也
千葉 52 80 65.0"' 佐賀 20 49 40. 1略
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ト自治体から排出される産業廃棄物の概要
問 1 貨市町村内で、事業者などから昨年度に排出された産業廃棄物はどのくらいですか。
1、ある 29 ( 4.9別
2、ほとんど排出されていない 46 ( 7. 8') 
3. わからない 451 (76.開}
無回答 61 (10.叫}
問 2 貨市町村内の事業者から排出された産業廃棄物は、主にどこで処理されていますか.
1、主に自社処理 59 (10. 1覧}
2、主に自市町村内 46( 7.8冒)
3、主に都県内の他市町村 116 (19. 8‘) 
4、主に都県外 13 ( 2.2') 
5、産廃の排出はない 13 ( 2.2事}
6、わからない 272 (46. 3唱}
無回答 64 (10.9冒}
問 3 貨市町村内で中間処理された産業廃棄物は、主にどニで量終処分されていますか.
1、主に自市町村内 37 ( 6.3則
2、主に都県内の他市町村 81 (13.側}
3、主に都県外 25 ( 4.3') 
4、中間処理施役が存在しない 126 (21. 51) 
5、わからない 237 (40. 41) 
無回答 80 (13. 6引
1I.自治体内における産業廃棄物の処理・処分施設の詳細
間 4 貨市町村には次のような産業廃棄物関連業者は、それぞれ、何社ありますか.
{ここでは、回答を省略=別紙参照)
問 5 貨市町村には、産業廃棄物に関連する現在使用中の施訟は、何か所ありますか.
{ニこでは、回答を省略...8'1紙参照}
問 6 貨市町村内で産業廃棄物関連の施綬が治えた時期は主にいつごろですか. ~の中か
らもっとも近いもの一つにOをつけてください.
1、1969年以前 日0.21)
3、 1980年代前半 25 (4. 3約
5、 1990年代 35 (6. 0別
無回答 338 (57.肌}
2、 1970年代 13 (2. 21) 
4、 1980年代後半 30{5.11} 
7、埼えだした時期は特にない 145 (24. 7I) 
付:廃棄物に関する市町村調査報告(調査票)
問 7 寅市町村で昨年度、一年間の間に中間処理、最終処分された産業廃棄物は、それぞ
れどれくらいありましたか.わかるかぎりでご記入ください.
{こニでは回答表示を省略}
問 8. 昨年度の寅市町村の産業廃棄物のうち、都県外発生分はどれくらいの割合でしたか。
(ここでは回答表示を省略)
問 9 貨市町村には、現在、計画(Et舗)中の処理、処分場の建綾予定がありますか。
ある ない 無回答
A. 中間処理施役 81(13.8‘} 370(64.11) 130 (22. 1冒}
B.最終処分場 49 ( 8.31) 407(69.3鴨) 131 (22.3‘} 
問 10 貨市町村内において廃棄物処理・処分施綾は、どういうところに立地しています
か.以下の中で、あてはまる弘のすべてにOをつけてください.r.廃施股がないJを除いた割合
1、市町村の境界付近 67 (11.4‘} 17.3首
2、河川敷 17 ( 2. 9冒) 4.4覧
3、谷間 60(10.2嘗} 15.5<' 
4、山の中腹 80 (13.61) 20. 71 
5、休事件農地 32( 5.5冒} 8.3弛
6、砂石などの採掘渇跡地 17( 2.9也} 4.4' 
7、鉱山などの廃坑 l( 0.21) 0.3‘ 
8、インターチェンジ周辺 4( 0.7事} 1.0略
9、宅地周辺 30 ( 5. 1冒) 7.7略
10、工業団地周辺 46 ( 7.8‘} 11.91 
1、その他 33 ( 5.6‘} 8.5鴨
12、産廃施設は存在しない 201(34.21) 
無回答 147(25.0‘} 38. 1覧
問 11 費市町村には、すでに埋立の完了した廃棄物最終処分場(一般廃棄物処分場を含
む)の跡地がありますか.
F←1、ある
2、ない
3、わからない
祭回答
184(31.3冒}
310 (52.81) 
23 ( 3.9冒}
70(11.9冒}
補問 1.埋め立て完了後の処分場の)跡地は、現在、何に利用されていますか.次の中
で、あてはまるものすべてにOをつけてくださいo 次ページ)
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(埋め立て完了後の処分場跡地の現在利用状況)
1、宅地 13 ( 2.21) 非該当分を除いた際の割合 5. 1覧
2、工業用地 7(11.9喧} 2. 7覧
3、農業用地 28( 4.71) 11. 0弛
4、公民館、集会所などの施設 7(11.9覧} 2.7首
5、学校用地 6 (10.2‘) 2.4覧
6、公園、運動場など 33 ( 5.6鴨} 12.9' 
7、更地のまま 46 ( 7.8首) 18.0弛
8、その他 35 ( 6.0首} 13. 7略
非該当 333 (56. 7嘗}
無回答 71 (12.1首} 17.8鴨
補間 2. そこが廃棄物処分場であったことは、利用者などに情報公開されていますか.
1、すベて公開 97 (16.5則非該当分を除いた際の割合 38.2弛
2、できるかぎり公開 26 ( 4.41) 10.2也
3、公開されていない 17 ( 2.9冒} 6.7覧
4、不明 42 ( 7.2覧} 16.5弛
非該当 333 (56.71) 
無回答 77 (13. 11) 30.3" 
m.産業廃棄物に関連する環境対策など
問 12 産業廃棄物の処理、処分施震に関連して、貨市町村では次のような条例、方針な
どを制定していますか.あてはまる弘のすべてにOをつけてください.
1、産業廃棄物の白区内処理に関する条例や規定 26( 4.4事}
2、産廃施設を対象に含んだ水質・大気などの環境保全条例 18 ( 3. 1‘} 
3、処理・処分施設の立地に対する、周辺住民の同意条例や条項 13 ( 2.2事}
4、廃棄物施設を対象にした環境アセスメント条例 1( 0.21> 
5、ごみ受け入れ反対(拒否)宣言、処分場立地反対宜言など 15 ( 2.6軍}
6、処理・処分施設の立地に反対する、県{都}への要望書 11(1.9‘) 
7、その他 18( 3.1事}
間 13 貨市町村では、この一年間に、産業廃棄物施段に関連する環境行政として、次の
ような施策を取りましたか.実施主体が県(書官}であった場合も含めてお答えください.
A. 立ち入り検査 99 (16.9嘩}
B.業者の営業禁止、停止処分 8 ( 1.4冒}
C. 業者への指導や注意 109 (18.61) 
D. 周辺住民への情報公開 25 ( 4.3軍}
E. 水質や大気などの定期的な環境測定 104 (17.7事}
無回答 257(43.8冒}
付:廃棄物に関する市町村調査報告(調査票)
問 14 産業廃棄物に関して、貴市町村では、不法投棄や不適正処理などの問題が発生し
ていますか.r 酬な問題になって‘る 75 (12.8'> 
2、深刻ではないが発生している 260(44.3覧}
3、発生していると恩われるが把媛していない 36 ( 6. 1鴨)
4、発生していない 145 (24.71) 
無回答 71 (12. 1') 
橋間1. (rlJから r3 Jとお答えの方にお聞きします)それに対して何か対策を取り
ましたか。あてはまる私のすべてにOをつけてください.
非該当分を
徐いた割合
1、行政代執行による応急処置 50 ( 8.5'> 11.2也
2、責任主体の特定および指導、注意 163(27.8‘) 36.8' 
3、住民による監視員制度の寂置 97 (16.5冒} 21. 9弛
4、自治体の職員による定期的な監筏 166 (28.3'> 37.5覧
5、県の環境部などに通告、善後策を要請した 142 (24. 2嘗} 32. 1弛
6、現在、具体策の検討中あるいは彼害程度を確認中 36 ( 6. 1‘} 8.1" 
7、その他 33 ( 5.6ln 7.4弛
8、今のところ、対応策を取る予定はない 15 ( 2.6首} 3.4" 
非該当 144 (24.5鴨}
無回答{対策のみ} 14 ( 2.4覧} 3.2覧
無回答{全体) 71 00.1'> 16.0' 
補問 2. 不法投棄が問題になりはじめたのは、何年ごろですか.
{ここでは、回答を省略=.81)紙参照)
補間 3. 不法投棄の発生した場所は、どのようなところですか.l).:のうち、あてはまる私
のすべてにOをつけてください.
1、河川敷 169(28.8嘗) 非該当分を徐いた割合 38. 1也
2、道路ぱた 194(33.0軍} 43.8" 
3、農地 56( 9.5也} 12.6" 
4、休耕農地 96 (16. 4'> 21. 7" 
5、国有林 40( 6.8‘} 9.0覧
6、民有林 168(28.6') 37.9'も
7、自治体所有地 31 ( 5.3嘩) 70.0也
8、山地 192 (32. 5‘} 43.3也
9、採鋸場などの跡地 19 ( 3.2‘} 4.3弛
10、その他 27 ( 4.6事} 6.1" 
非該当 144 (24. 5'> 
無回答 71(12.1首} 16.7' 
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問 15 貧市町村では、これまでに廃棄物処理・処分錨設{産廃・ー廃を合わせて)によ
る大気や水質、土壌の汚染が生じたことがありますか.
ct~ かなりある 3 ( O.5") 
2、多少ある 43 ( 7.3的
3、ない 389(66.3別
4、不明
無回答
71 02. 1") 
8103.8魯}
補間 1. それらの問題のうち、最初に起きたのは何年ですかここでは、回答を省略)
補間 2. それらはどのような施設に関するものですか.次の中から、あてはまる私のすべ
エI~♀をつけてください.
非該当分を除いた割合
1、産廃最終処分場 13 ( 2.2覧} 10.0‘ 
2、産廃特別管理型処分場 。(0.0冒} 0.0‘ 
3‘産廃中間処理施設 15 ( 2.6冒} 11. 5‘ 
4、一廃最終処分場 6 ( 1.01) 4.6‘ 
5、一廃中間処理施設 1 ( 0.2‘} 0.8‘ 
6、不法投棄 11 ( 1.8‘} 8.4‘ 
7、 「ミエ処分場j ・自社処分{処理}場 5 ( 0.9‘} 3.8‘ 
8、その他 1 ( 0.2‘} 0.8略
非該当 457(17.9‘} 
無回答 81 (13.81) 62.3也
問 16 貨市町村では、これまでに漉棄物処理・処分施設{産廃・ー廃を合わせて}に対
する住民の筈情や反対が生じたことがありますか.
圧12、多少は存在した
3、存在しなかった
4、不明
無回答
118 (20. 11) 
158 (26.9‘} 
157 (26.71) 
62(10.6‘〉
9205. 7‘} 
補間1. (rlJ r2J とお答えの方にお聞きします}それらはどのような施債に対する
ものですか。次の中から、あてはまる私のすべてにOをつけてください.
非該当分を除いた割合
1、産廃最終処分場 86 (14.7‘} 23.4略
2、産廃特別管理型処分渇 1 ( 0.21) 0.3略
3、産廃中間処理施設 91(15.51) 24. 7略
4、一廃最終処分場 56 ( 9.51) 15.2覧
5、一廃中間処理施段 47( 8.0冒} 12.8略
6、不法投棄 115 (19.6‘} 31. 3覧
7、 『ミニ処分渇j ・自社処分{処理)場 44( 7.6‘} 12.0覧
8、その他 9 ( 1.5別 2.4" 
非該当 219 (37.8‘} 
無回答 87 (14.8‘} 23.S" 
付:廃棄物に関する市町村調査報告(調査票)
間 17 貨市町村では、隣接する自治体の廃棄物処理・処分施設が原因の環境汚染や住民
の苦情などが存在しますか.言十画中の私の~，含めてお答えください.
圧1 14( 2.4‘} 2、多少は存在する 43( 7.3‘} 
3、存在しない 384(65.4‘} 
4、不明 57( 9.7‘} 
無回答 89 (15.2覧}
補間 (rlJ r2J とお答えの方にお聞きします)それに対して、何か対応策を取りま
したか. l!i:の中から、あてはまるものすべてにのをつけてくださ b、.
1、当自治体で対応 13 ( 2.2‘} 非該当分を除いた割合 8.8也
2、隣接自治体と憶力・対応 28( 4. a) 19.0‘ 
3、隣接自治体が対応 9 ( 1.5‘} 6.1覧
4、県{書官}が対応 14 ( 2.9‘} 9.5弛
5、対応を協議中 5 ( O.5'1) 3.4' 
6、対応を取る予定はない 2 ( 0.3‘} 1. 4'‘ 
非該当 440(75.0‘} 
無回答 90 (15. 3軍} 61. 2首
N. 産業廃棄物に関する意見
問 18 処理に注意を要するような産業廃棄物の旦旦宜隼は、どこにあるとお考えですか.
以下のそれぞれについて、もっ k私責任がある k思うもの一つにOをつけてください.
製造業者 流通業者 販売業者 利用集者 自治体
A. 電気製品 329 3 129 43 3 
OA機器 (56.0事) ( 0.5‘} (22.0別 ( 7.3別 (18.11) 
B. 自動車 336 2 127 41 2 
(57.2‘} ( 0.5事} (21.6'1) ( 7.0冒) (13. 1‘} 
C.建築廃材 165 9 86 238 3 
(28. 1冒} ( 1. 5‘} (14.7叫 (40.5別 ( 0.5‘} 
D. 医療機材 247 9 103 140 6 I 
医療器具 (42. 11) ( 1. 5事) (17.51) (23.9事} ( 1. 0略}
E.工業用の 296 6 81 123 2 
化学薬品 (50.41) ( 1. 0首} (13.8冒} (21. 0‘} ( 0.31) 
無回答 79 (13.5弛}
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問 19 では、問18のような産業廃棄物の処理・処分の費用負担の責任は、どこにあると
お考えですか。それぞれについて膏径がある左思うものすベてにのをつけてください.
製造業者 流通販売 利用業者 自治体 最終的な
業者 消費者
A. 電気製品 348 185 149 19 272 
(59.3冒} (31. 5引 (25.4") ( 3.2") (46.3‘} 
B. 自動車 348 193 144 s 268 
(59.3"> (32.9‘} (24.5‘} ( 1. 4‘} (45.1‘} 
c.建築廃材 236 146 238 13 247 
(40.2"> (24.9‘} (40.5軍} ( 2.2‘} (42.1‘} 
D.医療機材 309 173 252 19 157 
医療器具 (52.6弧} (29.5‘} (42.9‘} ( 3.2‘} (26.71) 
E.工業用の 330 166 244 ¥13 159 
化学薬品 (56.2") (28.3‘} (41.6") ( 2.21) (27.1‘} 
無回答 69 (11.8%) 
問 20 産業廃棄物処分が原因の環境汚染が生じた場合、原状回復の費用負担は維がする
べきだとお考えですか. A、B、Cそれぞれの場合について、下記の 1-11のうち、
負担責任の犬安いとお考えの私のを 3つまで遺ぴ、 { }内に番号でご記入ください.
A B C 
童塞虫の産業 埋め立て墨了輩の 不法投棄など
廃棄物処分場 産業廃棄物処分場 重量主盤が宣車
が原因の汚染 が原因の汚染 で章ない汚染
1、産廃業者 453 (77. 2") 421(71.7冒} 49 ( 8.3‘} 
2、排出企業 262 {44. 6‘} 200 {34. 1‘} 101{l7.2‘} 
3、中間処理業者 117{19.9冒} 88 {l5. 0‘} 14 ( 2.4"> 
4、処分場の建設業者 151(25.7‘} 181 (30. 8冒} 9 ( 1.5") 
5、産廃業者の親会社 156 (26.6冒} 177(30.2冒} 22( 3.71) 
6、排出企業の貌会社 44{ 7.5‘) 47 ( 8.0‘} 47( 8.0‘} 
7. 国 31 ( 5.3"> 48 ( 8.2首} 338(57.6冒}
8、自治体 41( 7.0冒} 66 (11. 2冒} 351 (59. 8冒}
9、産廃業者への融資企業 18( 3.1‘} 27 ( 4.6‘} 5 ( 0.9‘} 
10、排出企業への磁資企業 6 { 1.0冒} 2 ( O.3") 11(1.9冒}
11、土地の管理者、所有者 3 ( 0.5‘} 5 ( 0.9‘} 26( 4.4首}
12、その他 6 ( 1.0也) 7 ( 1.2川 53 ( 9.0事}
無回答 91(15.5%> 97 (I 6.5¥) 111 (i8. 9也)
付:廃棄物に関する市町村調査報告(調査票)
問 21 産業廃棄物に関連して、次のような法制度や行政情置の動きがありますが‘それ
ぞれにたいする貨市町村の意見は、それぞれどのようなものですか。
賛成 やや賛成やや反対 反対 無回答
A. 環境アセスメント法の制定 314 139 4 3 127 
(53.5‘) (23. 71) ( 0.71) ( 0.5別 (21. 61) 
B.県外からの流入の全面規制 261 138 48 20 
{事前協議制など) (44. 51) (23.51) ( 8.21) ( 3.41) (20.3別|
c.スーパーファンド法の制定 129 168 18 3 269 
(22.0別 (28.6‘} ( 3. 1‘} ( 0.5‘} (45.8喧)
D. ~社処分場、処理場などに 297 143 25 5 117 
対する規制強化 (50.61) (24.41) ( 4.3‘} ( 0.9‘} (19.9‘} 
E.一般廃棄物最終処分場への 25 48 103 303 108 
産廃の受け入れ ( 4.3‘} ( 8.2別 (17.5‘} (51. 6‘} (18.41) 
F.廃棄物処分場に関する情報 267 168 29 5 118 
公開制度の制定 (45.5‘} (28.61) ( 4.9‘} ( 0.9‘} (20.1‘} 
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間 22 産業廃棄物に関して、次のような意見があります。それぞれについて、貨市町村
のお考えに私っとも近いものはどれでしょうか。
同意 やや同意 あまり同意 同意
できる できる できない できない 無回答
A. 全国レベルで広威的に 203 167 81 39 97 
処理すベきである (34.6‘} (28.4略} (13.8鴨) ( 6.6冒} (16.5覧}
B.産業廃棄物は一般廃棄物 352 116 28 7 84 
より処分が難しい (60.0冒} (t9.8‘} ( 4.8鴨} ( 1. 2鴨} (14.3‘} 
c.施般の許認可には周辺 376 106 15 8 82 
住民の合意が不可欠 (64. 11> (18. 1川 ( 2.61> ( 1. 4事} (14.0‘} 
D.現在のマエフェスト 113 256 S3 10 1SS 
制度は実効性に乏しい (19.3冒} (43.6‘} ( 9.0‘} ( 1. 7‘} (26.4冒}
E.不接投棄対策のためにも 203 161 112 21 90 
処分場増設が必要 (34.6‘} (27.41> (19. 1‘} ( 3.6‘} (15.3冒}
F. 廃棄物問題では、地方の 308 125 38 21 95 
負担がより大きい (52.51) (21. 3‘} ( 6.51) ( 3.6‘) (16.2‘} 
G.制度的には県の仕事だが、 224 176 59 35 93 
市町村の対応部分も大きい (38.21> (30.0則 (10.1‘} ( 6.0‘} (15.8冒}
H.市町村長にも産廃施設の 100 127 147 119 94 
許認可梅が必要 (17.0‘} (21. 6冒} (25.0‘} (20.3‘} (16.0‘} 
問 23 今後、産業廃棄物の処理・処分施殻が地域に作られる場合について、貨市町村
の態度としてもっと私近い弘のは、次のうちどれですか.
1、どのようなものでも、基本的に反対 173 (29. 5別
2、自市町村内用の処分施設なら認める 240(40.9引
3、都県内の産廃用の処分施設なら認める 49( 8.3別
4、他都道府県周のものでも認めうる 14{ 2.4川
無回答 11108.91> 
f寸:廃棄物に関する市町村調査報告(調査票) 267 
問 24 産業廃棄物の処理・処分にともなって、貨市町村では、以下のような事柄は今後
どの程度閉館になるとお考えですか.
すでに 近h 問題化 将来は問題 あまり間短
問題化 の可能性 になりうる にならない 無回答
A. 搬入に伴う渋滞や 12 32 242 163 138 
事故の危険 ( 2.0也} ( 5.5¥) (41. 2覧} (27.8也} (23.5覧)
B.悪臭や衛生上の 48 53 273 78 135 
問題 ( 8.2¥) ( 9.0冒) (46.5‘} (13.3¥) (23.0‘) 
c.有害物質や重金属 26 50 309 67 135 
による水質汚染 ( 4.4¥) ( 8.5‘} (52.6嘗} (11.4別 (23.01) 
D.焼却によるダイオ 21 81 276 70 139 
キシンの発生 ( 3.6‘} (13.8冒) (47.0冒} (11.9覧) (23. 71) 
v.一般廃棄物について
間 25 貨市町村の一般廃棄物の年開発生量と再資源化率、愈終処分量をお教えください.
(ここでは、回答を省略)
問 26 貨市町村では、一般廃棄物の処理に関する業務を、近隣自治体で将軍成する一郎事
務組合で行っていますか.
1、すべての段階について行っている 161(27.4覧}
2、中間処理と最終処分を行っている 166 (28.3¥) 
3、最終処分のみを行っている 15 ( 2.6‘} 
4、中間処理のみを行っている 66 (11. 1事〉
5、すべてを自治体単強で行っている 112 (19.1‘} 
6、その他 51 ( 8. 7‘} 
無回答 17 ( 2.9‘} 
問 27 貨市町村では、次のごみ処理業務について民開業者への委誕を行っていますか.
全面的に民間委託 一部を民問委託 していない 然回答
A. 収集運織 358(61.0‘} 139(23.7鴨} 72 (12. 3冒} 18 ( 3. 11) 
B. 中間処理 67(11.4¥) 152 (25. 9‘} 317 (54.0‘} 51 ( 8. 7略}
c.最終処分 109 (18.6¥) 112 (19. 1‘} 317(54.0‘} 49 ( 8.3覧}
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間 28 貧市町村の一般廃棄物を処理、処分する施股について教えてください.
(1) 中間処理施設、最終処分場は、それぞれいくつありますか.
{ここでは、回答を省略}
( 2 ) 上記の施訟はそれぞれどのような場所に立地していますか.それぞれについて、
あてはまる私のすべてにOをつけてください.
1、自市町村内 231 (39. 4‘} 
2、一部事務組合を栴成する市町村内 292 (49.71) 
A. 中間処理施設 3、都県内の他市町村 21 ( 3.6‘} 
4、都県外 3 ( 0.5‘} 
5、不明 1 ( 0.2‘} 
無回答(中間施綾なしを含む) 90 (15.31) 
1 .自市町村内 217 (37.0‘} 
2、一部事務組合を構成する市町村内 261(44.51) 
B. 最終処分場 3、都県内の他市町村 54( 9.2‘} 
4、都県外 49( 8.31) 
5、不明 2 ( 0.3‘} 
無回答 68(11. 5‘} 
問 29 寅市町村内の最終処分場では{閉じ一線事務組合以外の}他市町村や他都道府県
の一般廃棄物を受け入れていますか.また、昨年度の年間受入量を教えて〈ださい.
t~ 自市町村一一…… 18 ( 3. 1‘} 
2、自市町村周の処分場とは別の処分場で受け入れている. 2 ( 0.3‘} 
3、市町村内の業者が産業廃棄物と一緒に受け入れている. 1 ( 0.2喧}
4、受け入れていない. 432 (73. 6‘} 
5、わからない. 27 ( 4.6‘} 
無回答 107 (18.21) 
補間(r 1 Jから r3 Jとお答えの方にお聞きします)その処分場では、どこからのご
みを受け入れていますか.次の中で、あてはまる革、のすべてにのをつけてください.
1、隣接市町村 4 ( 0.7ft) 
2、都県内の他市町村 2 ( 0.3') 
3、東京・神奈川l・千葉・埼玉 2 ( O. 31) 
4、その他の道府県( ( O. 21) 
非該当 459 (78.21) 
無回答 117 (20. 11) 
付:廃棄物に関する市町村調査報告(調査票)
問 30 貨市町村で利用している最終処分場の将来の見通しについてお聞きします。
( 1 )現在のごみの量を前鑓にすると、貨市町村が現在利用中の最終処分場は、何年ごろ
まで利用可能ですか。(ここでは、回答を省略)
( 2 )現在利用中の量終処分犠以外に、貨市町村で最終処分場の新設予定はありますか。
E1-………) 2、計画中のものがある 137(23.3別
3、新たな広犠処分や都県レベルでの処分を予定している 38 ( 6.日)
4. 現在のところ新震の予定はない 306 (52. 11) 
無回答 54( 9.21) 
補間(r 1 j から r3 j とお答えの方にお聞きしますo )その予定地はどちらですか。
非該当分を除いた割合
1、自市町村の範圏内 80 (13.61) 28.2鴨
2、参加している一部事務組合の栂成市町村内 119 (20.1冒) 42.4% 
3、隣接市町村 9 ( 1.51) 3.2'Kt 
4、都県内の他市町村 14( 2.3嘗} 4.9'Kt 
5、都県外 。(0.0冒} 0.0'Kt 
6、場所は来定 8 ( 1.4冒) 2.8'Kt 
非該当 304 (51. 81) 
無回答 51(9.11) 20.1'Kt 
( 3 )量終処分場の新設にあたっては、今後どのような種類の困難が生じてくるとお考え
ですかo ~の中から、あてはまる私のすべてにOをつけてください.
1、処分場の建訟適地が不足する
2、周辺住民の理解・協力が得られにくい
3、E童訟費の負担が増大する
4、処分場霞置に伴い環境汚染の恐れがある
5、その他
6、特に困難は生じないと考えている
無回答
355 (60.5‘) 
450(76.11) 
348 (59.31) 
161(27.4‘} 
5 ( 0.9別
17(2.91) 
5900. 11) 
問 31 一般廃棄物の処理・処分にともなって、貨市町村では、今後、どのような事柄が
問題になってくるとお考えですか.次の中から、あてはまる私のすべてにOをつけ
てください.
1、収集の際の悪臭や衛生上の問題
2、収集・分別の際のケガや事故などの危険
3、焼却によるダイオキシンの発生
4、有害物質などによる埋立後の水質汚染
5、処理・処分施設での悪臭や騒音
6、徹入などの際の渋滞や交通事故の発生
7、その他
8、問題となる事柄はない
無回答
241 (42.11) 
218 (37.1冒)
282 (48.。‘)
192 (32. 7‘} 
141 (24.。鴨}
81 (13.8覧}
47 ( 8.0‘} 
41 ( 7.01) 
39( 6.6‘} 
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問 32 ごみの減量化や分別などを進めていく上で、貨市町村で当面している問題にはど
のようなものがありますか。次の中から、主なもの 3つまでにOをつけてくださ b、
1、筏術面の遅れ 9506.2略}
2、費用の不足 311 (53. 0首}
3、施設の建設用地の不足 175(29.8事)
4、留の対応の遅れ 121 (20.6冒}
5、県(都)の対応の遅れ 42( 7.21) 
6、捨てる側の意識の低さ 432(73.6鴨}
7、人員の不足 193 (32. 9叫}
8、自治体内の総意形成の困難 88(15.01) 
9、その他 20 ( 3.4‘) 
指嫡なし 22( 3.7冒}
問 33 ごみの減量化やリサイクルの推進などに関して、貨市町村では、以下のような施
策を導入または検討しておられますか.それぞれについてお答えください.
導入 導入 導入 予定は
ずみ 軒画中 検討中 ない 無回答
A. 廃棄物や焼却灰の 36 24 108 386 33 
再利用範設の建段 ( 6.1嘩} ( 4. 11) (18.4‘) (65.8別 ( 5.6‘) 
B.分別収集のための 189 1St 193 33 18 
システムの確立 (32.21> (26.2也} (32.91> ( 5.61> ( 3.1‘} 
C.行政による市民の 287 105 161 14 20 
啓発 (48.9") (17.9冒} (27.4‘} ( 2.4冒〉 ( 3.4‘} 
D.消費者・市民団体 153 102 259 51 22 
との協力の強化 (26.1‘} 07.4‘} (44.1‘} ( 8.7冒}
E.デポジット制度や 16 27 209 302 
企業の回収責任強化 ( 2.7"> ( 4.6") (35.6‘} (51.4‘} ( 5.6‘) 
F. 13区内処理システ 70 42 148 283 44 
ムの推進 (11.91) ( 7.2冒} (25.2事} (48.2冒} ( 7.5別|
G. ごみ回収の一部 224 40 134 172 17 
有料化 (38.2恒} ( 6.8"> (22.8‘} (29.3‘) ( 2.9別
H. 小規模事業者へ 116 72 240 130 29 
の指導や啓発 (19.8‘} (12.3‘} (40.9‘} (22. 1"> ( 4.9冒}
付:廃棄物に関する市町村調査報告(調査察)
VI. 畳後に、貴市町村の概要についておたずねします.
問 34 貨市町村の人口をお教えくださ b、ここでは、回答を省略)
問 35 貨市町村における廃棄物行政の担当郁線についてお聞きします.
( 1 )貨市町村における廃棄物担当都銀名を教えてくださいここでは、回答を省略)
( 2 )廃棄物を担当されている職員の数を教えてください.また、産業廃棄物、一般廃棄
物、リサイクルをそれぞれ専門に扱う事務職員の方はいらっしゃいますか。該当者が
おられない場合は、数字の r0 Jをご記入ください.
{ここでは、回答を省略)
( 3 )貨市町村の産業廃棄物担当部課の業務内容は、次の中でどれに最も近いですか.
1、産業廃棄物に関することだけを短う繰
である.
2、一般廃棄物を扱う係と産業廃棄物を扱
う係が一緒になっている線である.
3、一般廃棄物関連の業務の一郎として
産業廃棄物を撮っている.
4、環境に関することを担当する繰の業務
の一部として産業廃棄物を扱っている.
5、総務郵(課)の業務の一部として産業
廃棄物を扱っている.
6、その他
無回答
(一つにO印}
3 (0.5覧)
32 (5. 5弛)
99 (16. 9') 
270 (46.0') 
7 (1. 2') 
122 (20. 8') 
54 (9.2') 
安最後に、廃棄物の処理・処分に関連して、寅市町村で進めておられる取り組
みなどがこのほかにありましたら、お書きください.
長時間のご協力ありがとうございました。
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主な項目に関する地区別集計結果
地区の区分
東北=膏森、福島
北関東=茨減、宿木、群馬
南関東=埼玉、千業、神寮川
東京=東京
甲信鑓=新湯、山梨、長野
九州=福岡、佐賀
単位=上段:自治体(数}、下段:% (列ごとに集計}
問4-A 産業廃棄物収集業者の有無{自治体内の業者数による区分}
|東北 北関東 南関東 京京 甲信鐘 九州
--ーーー ーー +ーー ーー ・ー ーー +ーー ーー ーー ーー +ーー ーー・・・・・4ト・・・・・ー ・ーー+ーーーーーーー +ー・ーーーーーーー+
業者なし 40 I 32 I 30 I 4 I 52 I 15 I 173 
I 38.5 I 29.4 I 24.8 I 16.0 I 31.1 I 24.6 I 29.5 
+ー・・ー-ーーー +ーー _ー.・ーーー +ーーーーーー ・ーー+ー ・ーー 『ーー +ー・・ーーーーー司ー+ー ・ーー・・・・ー+
1 -3社 22 I 23 I 15 I 3 I 37 I 15 I 115 
4-9社
10-29社
30位以上
I 21.2 I 21.1 I 12.4 I 12.0 I 22.2 I 24.6 I 19.6 
+ーーーーー ・ーー+ー喧ー -ーーーー+ーーー司・・ーーー+ーーーーーーー +ー・・ー・・ーーーーー+ーーー ・ー・ー・・・・+
9 I 13 I 10 I 1 I 9 I 9 I 51 
8.7 I 11.9 I 8.3 I 4.0 I 5.4 I 14.8 I 8.7 
+ーーーー・'ーー-~ドーーーーーーーー+ーーーーー・ーー+ーーーーーーーー+ーーーーーーーー+ーーーーーーーー+
10 I 3 I 
8.3 I 12.0 I 
+ーーーーーーー-，トーーーーーーーー+ーーー・ー・ーー+・・ー------~ト・ーーーーーーー+ーーーーーーーー+
32 
5.5 
4 I 7 I 
3.7 I 5.8 I 
3 I 3 I 17 
1. 8 I 4. 9 I 2. 9 
+ー・・ーーーーー・4トー -ー-ーーー +ーーーーーー・ー・4ト・・・・・・ー +ー・・・・・・・・+ーーー ・ー・ー +ー
無回答 30 I 29 I 49 I 14 I 60 I 17 I 199 
I 28.8 I 26.6 I 40.5 I 56.0 I 35.9 I 27.9 I 33.9 
+ーーーーーーー +ーーーー -ー--ー+ー・ー ・ー・・・ー+・・・・・・9 ・+・・・ー ・ーー +ーー ーー ーー ーー +ー
ColulDn 104 
Total 17.7 
109 
18.6 
121 
20.6 
25 
4.3 
167 
28.4 
61 587 
10.4 100.0 
付:廃棄物に関する市町村調査報告(調査票)
問 5-6 産業廃棄物中間処理施股(自治体内の錨段数による区分}
Col Pct I東北 北関東 南関東 東京 甲信鍾 九州
ーーーーーー・・ー+ーーーーー ・ーー+・・・・・・・・・4トー ・ー ・ー ーー +ーー ーー ーー ，ーー +ー ーー ーー・・・+・ー・・ー ・ー-+
中間箪綾なし 56 I 41 I 39 I 1 I 64 I 23 I 234 
1 -3施綬
4-9施殻
10-29施綾
30施役以上
I 53.8 I 37.6 I 32.2 I 44.0 I 38.3 I 37.7 I 39.9 
+ー ーー -ーー ーー +ー ーー ーー ーー・+--ー -ー--ー +ー -ー ーー ーー +ーー ーー ーー--・+・ー ，ー -ーー +ー
14 I 33 I 21 I 1 I 31 I 17 I 117 
I 13.5 I 30.3 I 1~4 I 4.0 I 18.6 I 2~9 I 19.9 
+ー ーー ・ー ーー +ーー ・ー ーー ーー +ーー ーー ーー ーー・+・ー・・・ー・ー +ー・・喝幽・ーーー+・ー・・・ー・・+
1 I 5 I 6 I 4 I 3 I 19 
1. 0 I 4. 6 I 5. 0 I 2.4 I 4.9 I 3.2 
+・・・・ーーー・+ー ・ー・ー・・・4ト・・・・・・ーーー -ー+・・・・・ー ・ー・・・+ー・・・・・ーーー +ーーーーーーーー +ー
2 I 3 I 
1. 8 I 2.5 I 
9 
1.5 
+ー-ーーーー--~トーーーーーーー-，トーーーーーーーー+・ーーーーーーー+ーーーーーーーー+ー・・ーーーーーー+
1 I 1 I 3 
.8 I .6 I 1.6 I .5 
+-----.・・ー+・・・ーーーー-~トーーーーーーー・・+ーー・ーーーーー+・・ーーーーー・+ーーーーーーーー+
33 I 28 I 51 I 12 I 64 I 17 I 205 
無回答 I 31.7 I 25.7 I 42.1 I 48.0 I 38.3 I 2~9 I 34.9 
合軒
+ーーー・・ー ・ー・ー+・ー・・ーーーーー+ー'ー四ーーー +ーーーーーーーー +ー・ーーーーーーー+ー・ー ，ーー・・ー+
Colulln 104 
Total 17.7 
109 
18.6 
121 
20.6 
25 
4.3 
167 
28.4 
61 587 
10.4 100.0 
問5-C 産業廃棄物最終処分場{自治体内の篇段数による区分)
Col Pct I東北 北関東 商関東 東京 甲信鍾 九州
-ー・ー ・ー--・・+ーーー・・ーーー +ー噂・・司ー・・ー +ーー ，ー唱・・ーーー+・ーーーーー・・+ー ・ーー・ーーー+ー-ーーーーー +ー
最終処分場なし 57 I 50 I 56 I 10 I 71 I 28 I 272 
1-3範叡
4-9施設
10錨段以上
I 54.8 I 45.9 I 46.3 I 40.0 I 42.5 I 45.9 I 46.3 
+ーーー・・ーーーー+ーーーーーーー-~トーーーーーーーー+ーーーーーーーー+・・ーーーーーーー+ーーーーーーーー+
13 I 25 I 10 I 3 I 28 I 1 I 90 
I 12.5 I 2~9 I 8.3 I 12.0 I 16.8 I lLO I 15.3 
t---ーー +ーー ーー・・ー -ー+ーーー ・ー・ー ーー +ー ーー ・ーー ・ー+・ーーーーーーー+ーーー ーー ーー・・+
2 I 2 I 
1. 8 I 1. 7 I 
4 I 4 I 12 
6.6 I 2.0 
+ー ーー ・ー ーー +ーー ーー----幽+ー ・ー・ー ーー +ーー ーー ーー ーー +ーー----ー ・ー+ー ーー ーー ーー・+
1 I 1 I 
.9 I .8 I .6 I 
+-ーーーー-ーー+ーーーーーー--~トーーーーーーーー+-----ー・・+ー・ーーー・・ー+ーーーーーー・・・+
3 
.5 
34 I 31 I 52 I 12 I 63 I 18 I 210 
無回答 I 32.7 I 28.4 I 43.0 I 48.0 I 3~7 I 29.5 I 35.8 
合計
+ーーー ーー ーー +ーー ーー ーー ーー +ーー ーー ーー ーー +ーー ーー ・ー ーー・+ー・・・ーーー ーー +ー ・ーー ・ー・ー+
Colu圃n 104 
Total 17.7 
109 
18.6 
121 
20.6 
25 
4.3 
167 
28.4 
61 587 
10.4 100.。
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